
家賃は按分して経費になる 

 自宅で仕事をしている個人事業主は家賃

を経費にできますが、その場合の家賃は事

業用だけではなく、個人の生活のために払

っている費用も含まれています。 

 国税庁の Web サイトを参照してみると、

経費にできるのは、 

①総収入金額に対応する売上原価その他そ

の総収入金額を得るために直接要した費用

の額 

②その年に生じた販売費、一般管理費その

他業務上の費用の額 

と説明されています。簡単に言うと経費に

なるのは「事業を行う上で直接発生した費

用だけ」ですから、事業主部分の家賃と生

活のための家賃を分けて、事業主部分の家

賃は経費となるわけです。 

 

按分の方法と注意点 

「按分の方法」については、実績が問われ

ますから、利用した時間や使用している面

積などを参照します。賃貸の場合は家賃を、

持ち家の場合は減価償却費を按分すること

になります。 

大切なのは按分した金額の根拠を税務署

に聞かれた時に、客観性のある根拠に基づ

いて説明できるか、ということです。例え

ば賃貸契約書や間取り図、家賃の支払いが

分かる通帳記録、自宅での作業時間を記録

していたもの等、根拠となり得るものを揃

えておく必要があります。 

 ただし、配偶者や親族に支払う地代家賃

は経費になりませんから、注意が必要です。

また、家賃按分については白色申告の場合、

事業用の割合が 5 割を超えていなければ認

められません。 

 

住宅ローン控除適用にも注意 

 持ち家で居住・事業両方に利用している

住宅を建て替える際、住宅ローン控除が適

用されるのは事業用部分が 50％未満の場合

となります。また、居住部分が 50％以上で

あっても、住宅ローン控除が適用されるの

は居住用部分のみとなるため、持ち家の事

業分の減価償却費を按分した結果、その割

合分は住宅ローン控除が受けられなくなり

ます。 
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個人事業主の家賃按分 

按分は水道光熱費や通

信費等も可能ですが、客

観的な根拠を出すのが

難しいんです。事務所と

自宅は別にした方が面

倒がありませんね。 


